
 

意見書案第３号 
 

自治体に対する子ども医療費国庫負担削減の見直し及び 

子ども医療費助成の制度化を求める意見書 

 

 子ども医療費助成制度は、公的医療保険制度を補完する制度として、子ども

の健全な育成と児童福祉の向上に大きな役割を果たしている。 

 道内においても、経済的負担の度合いにかかわらず子どもが受診できるよう、

医療費の無料化を求める動きが広がっており、多数の自治体が助成拡大を行っ

ている。 

子育て世代を支える医療費助成は、少子化や地方の人口減少に歯止めをかけ

る制度であり、その重要性はますます増している。 

しかしながら、現在、子ども医療費の助成拡大を行っている自治体に対し、

国が国庫負担の減額調整を行うことで、それらの自治体が無料化をやめるとい

う事態が起こっており、政府も検討の場を設ける考えを示したところであるが、

抜本的な問題解決への具体的対策が求められている。 

各自治体の取り組みをさらに充実させるためにも、自治体に対する国庫負担

削減を見直し、さらに一歩進んで、国が子ども医療費を助成する制度を設ける

ことが必要である。 

 よって、政府においては、子ども医療費の助成拡大を行っている自治体に対

する国庫負担削減を見直すとともに、国レベルで子ども医療費を助成する制度

を確立するよう強く要望する。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 
平成２７年（２０１５年）１１月６日 

 
札幌市議会   
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